
 

   柏市工事検査要領  

 

制定  平成１０年  ３月３１日  

施行  平成１０年  ４月  １日  

 

 （趣旨）  

第１条  この要領は，法令その他別の定めがあるものを除くほか，

柏 市 財 務 規 則 （ 昭 和 ５ ９ 年 柏 市 規 則 第 ４ 号 。 以 下 「 規 則 」 と い

う。）第１５２条の規定による請負建設工事の検査（以下「工事

検査」という。）の執行に関し必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この要領において，次の各号に掲げる用語の意義は，それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。  

 (1) 工事  建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項

に規定する建設工事をいう。  

 (2) 専門検査職員  総務部技術管理課勤務を命じられた職員をも

って充てる工事検査職員をいう。  

 (3) 臨時検査職員  市長が職員の中から任命する工事検査職員を

いう。  

 (4) 指定検査職員  工事担当課長（工事を施行する課の長をいう。

以下同じ。）が所属職員の中から指名する工事検査職員をいう。  

 (5) 完成検査  工事が完成したときに行う工事検査をいう。  

 (6) 出来形検査  工事の完成前に，部分払いをするときに行う工

事検査をいう。ただし，完成検査に先立って引き渡しを受ける

ときは「出来形（部分引渡し）検査」とし，契約解除をすると

きは「出来形（打切り精算）検査」とする。   

 (7) 中間検査  工事の施工途中に行う工事検査をいう。ただし，

工事目的物の全部又は一部を引渡し前に使用する場合は，「中

間 (部分使用 )検査」とする。   

 (8) 工事監督職員  規則第１５１条第１項の規定による監督のう

ち，請負工事の監督を行う職員をいう。  

 （工事検査職員の設置等）  



第３条  工事検査を公正かつ円滑に執行するため工事検査職員を置

く。  

２  前項の工事検査職員は，その職務に応じて専門検査職員，臨時

検査職員及び指定検査職員とする。  

３  総務部技術管理課長（以下「技術管理課長」という。）又は工

事担当課長は，工事検査職員の中から工事検査を行う職員を命じ

なければならない。  

 （工事検査職員の職務）  

第４条  工事検査職員の職務は，次の各号に掲げる区分に応じ，そ

れぞれ当該各号に定めるとおりとする。  

 (1) 専門検査職員  請負契約金額が２００万円を超える工事の検

査  

 (2) 臨時検査職員  請負契約金額が２００万円を超える工事の検

査  

 (3) 指定検査職員  請負契約金額が２００万円以下の工事の検査  

 （工事検査の種類）  

第５条  工事検査の種類は，完成検査，出来形検査及び中間検査と

する。  

 （契約締結通知）  

第６条  工事担当課長は，請負契約金額が２００万円を超える工事

について，契約締結通知書兼台帳に関係書類を添付し，速やかに

技術管理課長に通知しなければならない。  

 （工事検査手続）  

第７条  工事担当課長は，受注者から市長に対して検査願届が提出

されたとき又は中間検査をする必要があると認めるときは，工事

検査実施依頼書に関係書類を添付して技術管理課長に工事検査を

依頼し，又は指定検査職員に工事検査をするよう命じなければな

らない。  

２  技術管理課長は，前項の規定による依頼があったときは，専門

検査職員又は臨時検査職員に工事検査をするよう命じるとともに，

工事検査の依頼のあった工事担当課長に対し，工事検査実施通知

書により検査職員の氏名及び検査日時を通知しなければならない。  

３  工事担当課長は，前項の規定による通知があったときは，速や



かに当該請負工事の工事監督職員，工事担当課の副主幹以上の職

員（副主幹以上の立会いが困難なときは，工事担当課長が指定す

る職員。以下「立会職員」という。）及び受注者に検査日時を通

知しなければならない。  

４  技術管理課長は，前条の規定により通知があった請負工事に関

して中間検査をする必要があると認めるときは，あらかじめ工事

担当課長にその旨を通知し，専門検査職員又は臨時検査職員に中

間検査をするよう命じることができる。  

５  第２項及び第３項の規定は，前項の中間検査について準用する。

この場合において，第２項中「前項の規定による依頼があったと

き」とあるのは，「中間検査をする必要があると認めるとき」と

読み替えるものとする。  

６  工事検査職員は，第１項の検査願届に基づく工事検査の場合は，

第１０条の規定による工事検査の中止の場合を除き，当該検査願

届を受理した日から起算して１４日以内に工事検査を完了しなけ

ればならない。  

 （工事検査の方法）  

第８条  工事検査職員は，契約書，設計図書（図面，仕様書，現場

説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。），

工事写真，施工管理記録その他関係図書に基づき，工事の実施状

況，出来形及び品質について市長が別に定めるところにより工事

検査をしなければならない。この場合において，地下若しくは水

中における工事及び仕上内部面等施工後外部から検査し難い部分

のある工事については，工事監督職員の検査及び確認又は出来形

図，工事記録写真等との照合により工事検査を行うことができる。  

２  工事検査は，当該請負工事の工事監督職員，立会職員及び受注

者の立会いの上，行うものとする。  

 （工事の手直し）  

第９条  工事検査職員は，工事検査により出来形，品質等が契約書，

設計図書その他関係図書等と相違し，又は不完全であると認める

ときは，手直し工事指示書により受注者に補修又は改造を指示す

るとともに，工事担当課長にその旨を通知しなければならない。  

 （工事検査の中止）  



第１０条  工事検査職員は，次の各号のいずれかに該当する場合に

おいては、当該工事検査を中止し，直ちに技術管理課長又は工事

担当課長にその旨を報告しなければならない。  

 (1) 受注者が工事検査の実施を妨害したとき。  

 (2) その他検査等の実施が困難であると認めたとき。  

 （工事検査の報告）  

第１１条  工事検査職員は，工事検査を完了したときは工事検査報

告書を作成し，総務部長若しくは技術管理課長又は工事担当課長

に報告しなければならない。  

 （工事成績評定の提出）  

第１２条  専門検査職員及び臨時検査職員は，請負契約金額が２０

０ 万 円 を 超 え る 工 事 検 査 完 了 後 速 や か に 柏 市 工 事 成 績 評 定 要 領

（平成１６年２月１０日制定）で定めるところにより，当該工事

検査に係る工事成績評定表を作成し，技術管理課長に提出しなけ

ればならない。  

 （工事検査の認定）  

第１３条  市長は，工事検査の合格を認定したときは，工事検査通

知書により受注者にその旨を通知するものとする。  

 （記録等）  

第１４条  技術管理課長は，工事検査台帳を備え，工事検査事務を

記録し，及び整理しなければならない。  

 （補則）  

第１５条  この要領に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に

定める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要綱は，平成１０年４月１日から施行する。  

 （工事検査要綱の廃止）  

２  工事検査要綱（昭和６１年３月２２日制定）は，廃止する。  

   附  則  

 この要領は，平成１６年４月１日から施行する。  

   附  則  



 （施行期日）  

１  この要領は，平成２３年４月１日から施行する。  

 (経過措置 ) 

２  改正後の第１２条の規定は，この要領の施行の日（以下「施行

日」という。）以後に発注した工事について適用し，施行日前に

発注した工事については，なお従前の例による。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，平成２６年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１２条の規定は，この要領の施行の日（以下「施行

日」という。）以後に発注した工事について適用し，施行日前に

発注した工事については，なお従前の例による。  

   附  則  

この要領は，平成３１年４月１日から施行する。  

   附  則  

この要領は，令和４年４月１日から施行する。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，令和７年５月１５日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第４条，第６条，第１２条の規定は，この要領の施行

の日（以下「施行日」という。）以後に 工事施行伺を起票した工

事について適用し，施行日前に 工事 施行伺を起票した工事につい

ては，なお従前の例による。  

 


